
災害廃棄物対策に関する行政評価・監視の結果（ポイント） 総務省

○災害廃棄物処理の現場である市区町村における「事前の備え」について調査し、課題を整理。
令和4年2月25日、環境省に対して改善を求めた。（総務大臣から環境大臣に勧告）

背 景
 災害からの早期の復旧・復興に向けて、災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理するためには、平時におけ
る「事前の備え」が極めて重要

 しかしながら、災害廃棄物の処理については、初動対応の遅れから、家屋の軒先に災害廃棄物が集め
られ、悪臭など生活環境・公衆衛生が悪化した事例等が発生

勧 告 ①  地震災害のみならず水害も想定した発生量推計への支援
（災害廃棄物対策指針の改定など）

 災害廃棄物発生量の推計値を把握していた都道府県・市町村の全てで「地震災害」を想定した推計値を把握

 他方、近年激甚化・頻発化している「水害」等を想定した推計値の把握は低調

もう少し知りたい（概要P2） もっと詳しくは（結果報告書）

勧 告 ②

 市区町村有地以外の候補地を含め、必要・適当な仮置場候補地の選定への支援
（候補地の選定に至っていない要因・課題の把握・検証など）

 仮置場の必要面積を把握しているにもかかわらず、約2割の市町村が仮置場候補地の選定に至っていない

 市町村が選定した候補地のほとんどが市町村有地で、国有地や都道府県有地はごく僅か

 仮置場候補地が災害時に仮置場として円滑に機能するための措置
（関係部局等との事前の利用調整や現況把握の促進など）

 現況等の把握が未実施の仮置場候補地が7割弱

もう少し知りたい（概要P3･4） もっと詳しくは（結果報告書）

勧 告 ③  民間事業者団体等との実効性のある連携への支援
（災害支援協定に「仮置場の管理・運営」の内容が明示されている事例の展開など）

 市町村が民間事業者団体等と個別に締結している災害支援協定に「仮置場の管理・運営」の内容を明示する例は僅か

 民間事業者団体等からは、「仮置場の管理・運営」を支援内容として協定に明示しておくことが好ましいとの意見

もう少し知りたい（概要P5） もっと詳しくは（結果報告書）
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